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我が国は世界に先がけて超高齢化社会となり、健康的な長寿社会を構築することは大きな課題となっている。

今後、健康寿命と平均寿命との差をできるだけ縮小し、健康で自立した生活を送ることができる期間を延ば

すことが求められている。しかし、国民の健康格差は世代を問わず広がりをみせ、栄養面では潜在的栄養欠

乏の一方で過剰栄養がみられ、個人や集団においても様々な様相を示している。また、環境面では気候変動

が進み、CO2 排出の削減や自然災害対策が現代社会の大きな課題になっている。私たちの日々の生活行動が

次世代のみならず、地球生態系に大きな影響を与えることはいうまでもない。 

 このような状況の中で、「家族・家庭生活」「衣食住の生活」「消費生活・環境」の 3 分野で教育を担う小学

校家庭科の役割は非常に大きい。2017（平成 29）年に改訂された学習指導要領では、持続可能な社会の構築

に向けての課題解決能力を育成することが謳われている。 

食生活分野の教育では、特に栄養バランスを考えた食事や調理、環境に配慮した食品利用などの消費者教

育や SDGs（持続可能な開発目標）への学習を充実させ、食生活をよりよくしようとする児童の意欲・資質・

能力の育成を目指したい。 

 

キ－ワ－ド：家庭科・小学校・食生活教育・学習指導要領・SDGs  

 

 

１．はじめに 

 

我が国は超高齢化社会となり、健康寿命の延伸が

健康的な長寿社会を構築する上での大きな課題[1]

になっている。健康寿命とは「健康上の問題で日常
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生活が制限されることなく生活できる期間」と定義

され、2019（令和元）年現在、男性：72.68 年、女

性：75.38 年[2]である。一方、0 歳時の平均余命で

ある平均寿命は、2019（令和元）年現在、男性 81.41

年、女性 87.45 年[3]であり、その差は男性：8.93

年、女性：12.07 年である。図 1 に示す通り、日常

生活に何らかの制限がある期間は、約 9 年から 12

年ということになる。この平均寿命と健康寿命の差

をできるだけ短くし、健康で自立した生活を送るこ

とができる期間を延伸することが日本社会の大きな

課題である。 

また、平成 30 年度の国民健康・栄養調査[4]では、

世帯ごとの経済状況によって健康格差が生まれてい

る実態が示された。「主食・主菜、副菜を組み合わ

せたバランスのよい食事の頻度」という項目では、

年収600万円以上の世帯では53％が「ほとんど毎日」

と回答している。しかし、年収 200 万円以下の世帯

では 37％であった。他にも「歯の本数が 20 本未満」

と回答した割合では、600 万円以上が 20%であったの

に対し、200 万円以下では 30%であった。また、「健

康診断を受けていない人の割合」も、600 万円以上

では 21％であったのに対し、200 万円以下では 41%

と、収入による差がみられた。このように、所得に

よって健康へのリスクに大きな差が生まれているが、

この健康格差をなくすためにも、子ども期からの食

教育や健康教育が重要である。 

２．小学校家庭科教育 

 

ところで、中央教育審議会は 2016（平成 28）年

の答申[5]で、「現代的な諸課題に対応して求められ

る資質・能力」について‘別紙’に述べている。そのな

かの「健康・安全・食に関する力」を表 1 に示す。 

要約すると、健康で安全な生活や食生活を実現す

るために必要な知識や技能を身に付けていること。

そして、自らの健康や食、安全の状況を適切に評価

するとともに、必要な情報を収集し、健康で安全な

生活や健全な食生活を実現するために何が必要かを

考え、適切に意思決定し、行動するために必要な力

を身に付けていること。さらに、健康や食、安全に

関する様々な課題に関心を持ち、主体的に、自他の

健康で安全な生活や健全な食生活を実現しようとし、

健康・安全で安心な社会づくりに貢献しようとする 

 

 

図１ 健康寿命と平均寿命. 

 

表１ 健康・安全・食に関わる資質・能力（中

央教育審議会答申 別紙 4）[5] 

（知識・技能） 

様々な健康課題、自然災害や事件・事故等の

危険性、健康・安全で安心な社会づくりの意義

を理解し、健康で安全な生活や食生活を実現す

るために必要な知識や技能を身に付けているこ

と。 

（思考力・判断力・表現力等） 

 自らの健康や食、安全の状況を適切に評価す

るとともに、必要な情報を収集し、健康で安全

な生活や健全な食生活を実現するために何が必

要かを考え、適切に意思決定し、行動するため

に必要な力を身に付けていること。 

 （学びに向かう力、人間性等） 

 健康や食、安全に関する様々な課題に関心を

持ち、主体的に、自他の健康で安全な生活や健

全な食生活を実現しようとしたり、健康・安全

で安心な社会づくりに貢献しようとする態度を

身に付けていること。 
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態度を身に付けることである。これは、まさしく健

康寿命の伸展につながる現代社会における最も重要

な課題である。 

そして、2017（平成 29）年に小学校学習指導要

領[6]が改訂され、2020（令和 2）年から「主体的で

対話的な深い学び」いわゆるアクティブラーニング

を導入し、課題解決能力を効果的に身に付ける教育

が示された。この小学校学習指導要領の総則では、

学校における食育の推進が位置付けられており、児

童の発達段階を考慮して、学校教育活動全体として

取り組むことが必要であることを強調している。 

ところで、小学校学習指導要領[7]で家庭科教育は、

生活の営みに係る見方・考え方を働かせ、 家族や家

庭、衣食住、消費や環境などに係る生活事象を、協

力・協働、健康・快適・安全、生活文化の 継承・創

造、持続可能な社会の構築等の視点で捉え、実践的・

体験的な学習活動を通して、家庭生活に必要な確か

な知識と技能を習得し、生活をよりよくしようとす

る資質と能力を育むことである、と述べられている。 

家庭科教育の目標[7]は表 2 に示すように、育成を

目指す資質・能力を「知識・技能」「思考力・判断力・

表現力等」「主体的に学びに向かう人間性等」の三つ

の柱として提示されている。 

「知識・技能」では日常生活に必要な家族や家庭、

衣食住、消費や環境などについて理解しているとと

もに、それらに係る技能を身につけていること。「思

考・判断・表現」では、日常生活の中から問題を見

出して課題を設定し、様々な解決方法を考え、実践

を評価・改善し、考えたことを表現するなどして課

題を解決する力を身につけていること。「主体的に学

びに向かう力・人間性」では家族の一員として生活

をよりよくしようと、課題の解決に主体的に取り組

んだり、振り返って改善したりして、生活を工夫し

ようとしていることが挙げられている。 

また、内容のまとまりは表 3 のように、3 つの分

野となっている。平成 29 年の指導要領では、平成

20 年[8]と比べて「B 日常の食事と調理の基礎」と

「C 快適な衣服と住まい」の学習が「B 衣食住の生

活」として一つにまとめられた。 

また、2020（令和 2）年「指導と評価の一体化」

のための学習評価に関する参考資料[9][10]では、育

成を目指す資質・能力の三つの柱の「指導と評価の

一体化」をめざしている。「知識・技能」では何を理

解しているか、何ができるか。「思考力・判断力・表

現力」では理解していること、できることをどう使

うか。「主体的に学習に取り組む態度」ではどのよう

に社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか。こ

のような各観点から評価を行い、実態に即してカリ

キ ュ ラ ム マ ネ ジ メ ン ト を 充 実 し 、 PDCA

（Plan-Do-Check-Act）サイクルで改善を図ること

とされている。 

 

３．食生活教育 

 

 先にも述べたように、現代社会において健康寿命

の延伸は国民的課題であるが、実際には健康格差が

増大している。子どもの食生活も、一人で食べる孤

表２ 小学校家庭科の目標（学習指導要領）[7] 

 生活の営みに係る見方・考え方を働かせ、衣

食住などに関する実践的・体験的な活動を通し

て、生活をよりよくしようと工夫する資質・能

力を次のように育成することを目指す。 

（1） 家族や家庭、衣食住、消費や環境などにつ

いて、日常生活に必要な基礎的な理解を図

るとともに、それらに係る技能を身に付け

るようにする。 

（2） 日常生活の中から問題を見いだして課題

を設定し、様々な解決法を考え、実践を評

価・改善し、考えたことを表現するなど、

課題を解決する力を養う。 

（3） 家庭生活を大切にする心情を育み、家族や

地域の人々との関りを考え、家族の一員と

して、生活をよりよくしようと工夫する実

践的な態度を養う。 
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食、家族で違ったおかずを食べる個食などが増えて

いる。家庭で調理して食する内食、外部調理品を購

入して家庭で食する中食、外部で食する外食など

様々な食の状況があり、食の外部化も進んでいる。 

2019 年国民生活基礎調査[2]によると、子どもがい

る現役世帯の相対的貧困率は 12.6％であり、一人親

世帯では 48.1％であった。文部科学省 2018（平成

31）年度「全国学力・学習状況調査」[11]では、朝

食を食べないことがある小学 6 年生は 13.3％で、朝

食摂取頻度と学力の関係をみると毎日朝食を食べて

いる子どもほど学力が高い。 

このような社会状況下で、家庭環境のいかんにか

かわらず、子ども自らが食事の大切さを知り、簡単

な調理法を身に付け、簡素であっても栄養バランス

のとれた食事を準備できるように力をつけていきた

いものである。 

文部科学省「食に関する指導の手引き 第 2 次改

訂版」[12]では、食育基本法、学校給食法、学校教

育法に基づく学習指導要領を踏まえ、食育を推進す

る観点から、学校における食育の必要性、食に関す

る指導の目標、食に関する指導の全体計画、食に関

する指導の基本的な考え方や指導方法、食育の評価

について示している。小学校家庭科は調理実習など

の実技を伴い体験的に食を学んでいく教科であり、

栄養教諭と家庭科教諭の協働など、学校教育活動全

体と連携しながら食育の一層の推進を図ることが望

まれる。 

また、食品の表示やマークからは様々な情報が得

られるので、実生活との関りを考えながら学習する

教材として有用である。食品表示法[13]が改訂され、

2020（令和 2）年から栄養成分表示が完全実施にな

っている。一般用加工食品に栄養成分表示が義務付

けられ、エネルギー・たんぱく質・脂質・炭水化物・

ナトリウム（食塩相当量）の 5 つを表示することに

なっている。つまり食品選択の際、栄養バランスが

とれた食生活を営むことの重要性を児童自らが意識

し、栄養成分表示を商品選択に役立てることで適切

な食生活を実践する効果が期待される。 

また、消費期限や賞味期限表示から食品保存と食

品ロスの問題について考えさせるのも重要である。

さらに、原産地表示からフ－ドマイレイジや地産地

消・世界の食料供給や日本の食料自給率、レッドカ

ップマークから WFP（国連世界食糧計画）活動な

ど、食品表示やマ－クから消費生活と環境や世界の

食糧問題についての教材を作成して提示することも

必要である。 

表３ 小学校家庭科の内容のまとまり[7] 

A 家族・家庭生活 （１）自分の成長と家族・家庭生活 

 （２）家庭生活と仕事 

 （３）家族や地域の人々との関わり 

 （４）家族・家庭生活についての課題と実践 

B 衣食住の生活 （１）食事の役割 

 （２）調理の基礎 

 （３）栄養を考えた食事 

 （４）衣服の着用と手入れ 

 （５）生活を豊かにするための布を用いた製作 

 （６）快適な住まい方 

C 消費生活・環境 （１）物や金銭の使い方と買い物 

 （２）環境に配慮した生活 
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ところで、小学校家庭科における食生活教育[7]

の内容は、表 4 に示す通り、（1）食事の役割 （2）

調理の基礎 （3）栄養を考えた食事 の三分野に

なっている。（1）食事の役割 では、食事の役割と

食事の大切さ、日常の食事の仕方、楽しく食べるた

めの食事の仕方の工夫 があげられている。（2）調

理の基礎 では材料の分量や調理の手順、調理計画、

用具や食器の安全で衛生的な取り扱い、加熱用調理

器具の安全な取り扱い、材料に応じた洗い方、調理

に適した切り方、味の付け方、盛り付け、配膳及び

片付け、材料に適したゆで方、いため方、伝統的な

日常食の米飯及びみそ汁の調理の仕方、おいしく食

べるための調理計画及び調理の工夫 があげられて

いる。（3）栄養を考えた食事では、体に必要な栄養

素の種類と働き、食品の栄養的な特徴と組み合わせ、

献立を構成する要素、献立作成の方法、1 食分の献

立の工夫があげられている。 

「栄養を考えた食事」について、評価の三つの観

点からみると、「知識・技能」の観点として、①体に

必要な栄養素の種類と主な働きについて理解してい

ること。②食品の栄養的な特徴が分かり、料理や食

品を組み合わせて摂る必要がある事を理解している。

③献立を構成する要素が分かり、1 食分の献立作成

の方法について理解している。「思考・判断・表現」

の観点からは、①1 食分の献立の栄養バランスにつ

いて問題を見出して課題を設定し、様々な解決法を

考え、考えたことを表現するなどして課題を解決す

る力を身につけている。「主体的に学習に取り組む態

度」の観点からは、①家族の一員として、生活をよ

りよくしようと、栄養を考え課題の解決に主体的に

取り組んだり、振り返って改善したりして生活を工

夫し、実践しようとしている。ことがあげられてい

る。 

以上のような、さまざまな食生活上の課題に対し

て小学校家庭科でどのように取り組んでいくのか、

子どもの生活実態に合わせてさらに工夫がなされな

ければならない。 

 

４．SDGs と家庭科 

 

 SDGs（Sustainable Development Goals：持続可

能な開発目標）は、「誰一人取り残さない（leave no 

表４ 食生活分野の内容[7] 

（1） 食事の役割 

ア 食事の役割と食事の大切さ、日常の食事の仕方 

イ 楽しく食べるための食事の仕方の工夫 

（2） 調理の基礎 

ア（ア）材料の分量や調理の手順、調理計画 

    （イ）用具や食器の安全で衛生的な取り扱い、加熱用調理器具の安全な取り扱い 

    （ウ）材料に応じた洗い方、調理に適した切り方、味の付け方、盛り付け、配膳及び片付け 

    （エ）材料に適したゆで方、いため方 

    （オ）伝統的な日常食の米飯及びみそ汁の調理の仕方 

   イ おいしく食べるための調理計画及び調理の工夫 

（3） 栄養を考えた食事 

ア（ア）体に必要な栄養素の種類と働き 

    （イ）食品の栄養的な特徴と組み合わせ 

    （ウ）献立を構成する要素、献立作成の方法 

   イ １食分の献立の工夫 
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one behind）」持続可能でより良い社会の実現をめ

ざす世界共通の目標で、2015 年の国連サミットにお

いて全ての加盟国が合意 した「持続可能な開発のた

めの 2030 アジェンダ」の中で掲げられた[14]。2030 

年を達成年限とし、17 のゴールと 169 のターゲッ

トから構成されている。 

表 5 に 17 のゴ－ルを示す。教育は SDGs の目標

4（質の高い教育をみんなに）に位置付けられてい

る。ESD（Education for Sustainable Development）

とは持続可能な開発のための教育のことで、17 のゴ

－ル全ての達成の鍵である。 2019 年にユネスコ総

会で ESD for 2030 が採択され、さらに国連総会で

承認された[15]。目標 4 ターゲット 4.7 には、2030

年までに持続可能な開発のための教育と持続可能な

ライフスタイル、人権、ジェンダー平等、平和と非

暴力の文化、グローバル市民、および文化的多様性

と文化が持続可能な開発にもたらす貢献の理解など

の教育を通じて、すべての学習者が持続可能な開発

を推進するための知識とスキルを獲得するようにす

るというものである。日本では、文部科学省がユネ

スコ国内委員会とともに推進している。 

 小学校家庭科教育では「自分の生活と身近な環境

との関り」を学ぶが、小学校学習指導要領の中で、

小学校家庭科で見直しを図る必要があることの一つ

として、消費生活や環境に配慮した生活の仕方に関

する内容を充実するとともに、他の内容との関連を

図り、実践的な学習活動を一層充実することが挙げ

られている。 

 国立教育政策研究所は ESD の構成概念[16]を示

している。上位概念として、「人を取り巻く環境に関

する概念」と「人の意思・行動に関する概念」をあ

げ、下位概念としては「人を取り巻く環境に関する

概念」については（多様性）（相互性）（有限性）、「人

の意思・行動に関する概念」については（公平性）

（連帯性）（責任性）を示した。西原ら[17]は、小学

校から高等学校までの各学校の学習内容をこれらの

概念に割り付け、家庭科教育の内容を ESD として

捉えなおした。その結果、家庭科は身近な生活から

具体的に現代社会の課題をとらえるという特徴があ

り、ESD に大きく寄与する可能性があると述べてい

る。また、井元[18]は日本の SDGs 達成度から考え

る家庭科の内容として、グロ－バルな視点で他国の

状況と比較しながら、総合的に考え、課題について

深めていくことができるとしている。家庭科教育の

視点から SDGs を考え、子どもたちが消費行動や家

庭生活の在り方を考え、持続可能な社会の構築をめ

ざす生活者を育成したいものである。 

 

５．おわりに 

 

健康格差が広がりをみせる我が国において、誰一

人取り残さず健康寿命を延伸させるために、小学校

家庭科における食生活教育の役割は大きい。調理実

習や食品表示などの具体的・体験的な学習から、自

表５ 持続可能な開発目標（SDGs）[14] 

1.貧困をなく

そう 

2.飢餓を 0 に 3.すべての人

に健康と福

祉を 

4.質の高い教

育をみんな

に 

5.ジェンダ－平

等を実現しよ

う 

6.安全な水と

トイレを 世

界中に 

7.エネルギ－

をみんなに、

そしてクリ

－ンに 

8.働きが い

も経済成長

も 

9.産業と技術

革新の基盤

をつくろう 

10.人や国の不

平等をなく

そう 

11.住み続けら

れるまちづく

りを 

12.つくる責任

つかう責任 

13.気候変動に

具体的な対

策を 

14.海の豊か

さを守ろう 

15.陸の豊かさ

も守ろう 

16.平和と公正

をすべての

人に 

17.パートナ－

シップで目標

を達成しよう 
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らの課題に気づき栄養バランスのとれた食生活を営

む力を育みたいものである。また、自分の生活と環

境との関りを考え、持続可能な開発目標の達成に寄

与できる生活者を育みたい。 
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